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コミュニティ型の AI 人材育成
─東京大学における AI 講座運営からの学び─

AI 人材をいかに育成するか？

　ディープラーニング技術の急速な発展に伴い，世

界規模で熾烈な AI技術開発競争が巻き起こってい

る．アメリカや中国だけでなく，カナダ・フランス・

イギリス・イスラエルなども国を挙げて AI人材育

成や第四次産業革命への対応を本格化させている中，

世界中でAI 人材不足が深刻化してきている．その

余波は IT業界にも広がり，もともと人手不足が叫

ばれていた IT 業界においては，さらなる人材不足

を引き起こしている．

　そのため，多くの分野で AI/ICT人材の育成が

急務となっているが，大学などの高等教育機関にお

いては若手教員への負荷が集中し，最新 AI技術に

ついての教育体制や教員の整備が追いついていない，

という深刻な問題があり，社会の変化に対応できて

いないのが現状である．また，そもそも教育機関の

側としても，AI人材育成のためにどのような取り

組みを行えばよいのかということ自体検討がつかず

頭を悩ませている状況ではなかろうか．

　そんな中，筆者は 2014年から過去 5年にわたり，

東京大学工学系研究科・技術経営戦略学専攻・松尾

豊研究室において AI人材育成活動に従事してきた．

データサイエンス講座・Deep Learning基礎講座・

応用講座，深層強化学習 /Deep Learning for NLP 

などを始め，2018年からはオンラインでの無料講

座として DL4USや社会人向けデータサイエンティ

スト育成講座などの取り組みも開始した．本稿では，

これまでの取り組みを紹介するとともに，「コミュ

ニティ型のAI 人材育成」として，要点を整理して

まとめる．また，AI人材の定義と社会をとりまく

状況を整理し，国内外のAI/ICT系の人材育成活動，

特にコミュニティの観点を重視している事例を紹介

する．本稿が，企業内や大学・研究施設等の高等教

育機関において，AI 人材育成に取り組まれている

現場の方々の一助になれば幸いである．

AI 人材の定義と社会をとりまく状況

AI 人材の定義
　ディープラーニング技術の進展に端を発した第三

次AIブームは，とどまるところを知らず，世界中

で技術革新・人材の争奪戦が繰り広げられている．

　「AI 人材」とは何か，という言葉の定義について

は，そもそも「AI」という言葉の定義自身が難しい 1)

ので，さらに輪をかけて難しい（というか曖昧であ

る）が，ここではデータサイエンスおよびディープ

ラーニングなどの先端的AI 技術を修めた人材を総

称して「AI人材」と定義することにする．

ディープラーニング技術と大学教育
　筆者は，「大学教育とは」「その問題と解決方法は」

などと高説できるほどの立場ではないが，それでも

10年程度東京大学の教員・研究者として現場に触

れてきたので，その経験から，個人的な見解として

2つの問題点を挙げておく．

中山浩太郎 東京大学大学院工学系研究科／ NABLAS（株）
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若手教員への負荷集中問題
　昨今，至るところで指摘されている問題なので，

ここで改めて詳しく問題提起する必要はないとは思

うが，大学において若手教員へ業務が集中してし

まっていることは，AI人材育成のコンテキストで

も深刻な問題の 1つである．世界的なAI 人材の争

奪戦が繰り広げられている現状では，他の分野より

もより深刻であるといえる．

　そもそも，若手の教員，特に技術進化の激しいコ

ンピュータ・サイエンス分野の研究者，教員としては，

できるだけ研究力の高い若いうちに良い研究を行い，

国際会議やジャーナルへ論文を投稿し，業績を伸ば

したいと考えている者も多いことであろう．そんな

中でも大学の運営業務や雑務，教務，学生指導に加え，

研究コミュニティでの委員活動，査読などに従事し

なければならず，日本においては若手教員にかかる

負担は極限に達しているのではないかと思える．

　AI人材育成の活動，特にディープラーニングを

中心とした最先端のトピックをカバーする場合，当

該トピックを教えることが可能なのは，主に最新の

研究に追従できる若手の教員である．しかし，上述

の状況に加えてさらに若手教員の負荷を増やしてし

まう結果になることは，誰もが承知していることな

ので，組織全体としても新しいトピックに取りかか

ろうという機運になりにくいのではなかろうか．

AI 分野におけるプログラミング中心授業の問題
　紀元前 500年頃の時代に活動していたと言われる

老子の有名な言葉に「聞いたことは，忘れてしまう．

見たことは，覚えられる．やることで，理解できる．」

というものがある．約 2,500年前には物事を理解す

るためには，実際にやってみることに勝るものはな

いという境地に，すでに人類は達していたと考える

と，感慨深いものがあるが，「やってみることが理

解する上で最適な方法である」という原理は，当然

コンピュータ・サイエンス分野にも適用されるし，

むしろ特に顕著なのではないだろうか．このことは，

プログラミングなどの演習を中心とした学習の重要

性 2）として，過去に多くの報告がなされている．

　しかし，ディープラーニングを始めとする先端的な

トピックを扱うAI人材育成の現場では，先述の通り

に当該トピックを教えることが可能な若手の教員が不

足している状況で，これに加えて演習中心の授業を行

うためには，教材の作成・運用・GPUなどの計算機

環境などの面からも多くの障壁が存在し，多くのリ

ソースを要する．さらに，体系化されていない上に，

次々と新しい研究が出現する分野であるため，最新の

情報にキャッチアップし，コンテンツを更新していく

にも多くの労力を要するという問題がある．

海外における AI 人材育成の状況

　米・マサチューセッツ工科大学（MIT）が，約

10億ドルの予算をかけて人工知能を主軸とする大

学を設立することを発表したことは記憶に新しいが，

今まさに次世代のAI 研究開発を担う人材を育成す

るために世界中で大きな投資が行われている．そこ

で，まず，海外のAI人材育成の状況を俯瞰しておく．

カナダ─ベクター研究所
　ディープラーニングによる第三次AIブームを引き

起こした研究者の 1人であるHinton教授が立ち上げ

たベクター研究所☆ 1は，年間 1,000人のAI修士号を

持つ学生を輩出することを目標に掲げて設立された

教育・研究機関である．設立の際には，オンタリオ

州が 5,000 万カナダドル，カナダ連邦政府が 4,000万

カナダドルを支援したほか，30社以上の民間企業が

総額 8,000万カナダドルの支援をすることを約束し

て開始された．カナダは，三大ディープラーニング

研究者のうちHinton教授と Bengio教授の 2名がい

ることからも，AI技術に対する期待感が大きく，産

官学を挙げて一体的にAI人材育成に力を注いでいる

が，ベクター研究所の例はその最たる例であろう．

☆ 1 vectorinstitute.ai
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UK ─アラン・チューリング研究所
　大英図書館に本部があるアラン・チューリング研

究所☆ 2は，2014年に英政府が 5年間で計 4,200万

ポンド（約 72 億円）を計上し，オックスフォード

大学，ケンブリッジ大学などを中心とする 5大学が

各大学に拠点を設ける形で開始された，データサイ

エンスと AI 技術の研究機関である．2018年から

は大幅に規模を拡大し，リード大学，マンチェスター

大学などを含めた 8大学が新たに加わった．アラ

ン・チューリング研究所の立ち位置は明確で，産業

界と学術界をつなげる役割を果たすことをミッショ

ンとしている．そのために，企業にとってはリスク

の大きい先端的な分野での挑戦的な研究を引き受け

ているほか，公共的な立場での提言，先端的なデー

タサイエンス・AIに関する人材育成も行い，企業

や第三セクタの経営層に対するAI 技術の教育プロ

グラムも開始している．前述のベクター研究所と同

様，産官学を挙げて第三次AIブームに対応する例

だと言える．

教師のいない学校
　AI というコンテキストからはやや外れるが，こ

こ数年で急速に台頭してきた，パリとシリコンバ

レーにある「42」☆ 3やシリコンバレーのホルバート

ンスクール☆ 4のように，教師を明確に配置しない，

いわゆる「教師のいない学校」についてもここで紹

介しておく．これは，日本のようにAI人材教育の

担い手が不足している状況において，「教師のいな

い学校」が新たな教育の在り方を考える上で，大い

に参考になる取り組みだからである．

　この 2つの教育機関は，それぞれに特色がある

が，どちらも共通しているのは，1）明確な教師や

講義がない点，2）プロジェクト学習（Project-based 

learning）を学習の中で重要視している点である．

☆ 2 turing.ac.uk
☆ 3 42.fr ─ 42.us.org
☆ 4 holbertonschool.com

ホルバートンスクールにおいては，プロジェクトに

メンターがつく形で運営されており，2年程度で卒

業していくのに対し，42 はコミュニティの中で次々

に作成・拡張されていくコンテンツを利用して学習

し，一定の水準に達した学生はプロジェクトに従

事し，3～ 4年かけて「卒業」していく．ちなみに，

42には明確な卒業はなく，起業するか就職すれば

「卒業」である．これらの教育機関では，最先端の

AI 技術をメインに扱っているわけではないが，カ

リキュラムの一部にAI 技術や機械学習の技術を習

得するためのプログラムがある．

　これらの教育機関の卒業生たちはアップル・グー

グル・Facebookなどの名だたる IT企業からオ

ファーをもらっているほか，自分たちで起業する

ケースが多い．筆者も 2018年の冬にパリ校を視察

したが，その仕組みと運営に驚かされた．運営責任

者の 1人である Sebastien Benoit 氏によると「42は，

学校と名乗ったのはミスリードだったかもしれない．

我々は学校というよりコミュニティである．従来型

の大学教育とはまったく逆の性質の取り組みだ」と

のことだった．

世界の潮流
　世界中でAI人材育成に大規模な投資が行われてい

るが，その中で強く感じるのは，明示的に産と学の

間をつなげる役割を担う機関や場が重要な役割を果

たしていくだろう，ということだ．従来の教育機関

は，産と学を明確に分離することが前提であったが，

ICT/AIの分野においてはむしろ積極的にその間の

壁を取り除くような取り組みを産官学が強力して行

うようなスキームが求められていると思える．また，

AIのコンテキストだけに限らないが，プロジェクト

ベースでの学習を重要視した新しい教育の方法論が

台頭してきていることも特筆すべき状況だと言える．
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国内におけるコミュニティ型
人材育成の状況

　海外の状況から翻り，コミュニティとしての教育

を重視している国内の取り組みをいくつか紹介する．

まず，国内で本格的にプロジェクト学習を導入して

いる教育プログラムとして，公立はこだて未来大学

の事例 3）を取り上げる．これは，1年間をかけて，チー

ムでプロジェクトに取り組み，成果を発表するとい

うもので，地域の問題を解決するフィールドワーク

を伴うものが多い．有名なプロジェクトとしては，

沿岸漁業が抱える課題の解決を目指した「マリン

IT」とグッドデザイン賞を受賞した「大規模病院

における患者と病院の新しいコミュニケーションシ

ステム」が挙げられる．両プロジェクトとも，フィー

ルドワークを重視したプロジェクトであり，課題設

定から研究・開発・発表まで学生たちが中心となっ

てチームを編成して取り組んでいる．教育プログラ

ムとして特徴的なのは，教員からの助言・ガイドは

あるものの，学生たちに大きな裁量と自由度を与え，

主体性を尊重して取り組む形となっている点である．

プロジェクトの推進については大きな自由度を与え

る一方で，複数の教員によるチームティーチングや

教員同士・学生同士のピアレビュー，中間発表など

の施策を丁寧に取り入れている．

　N高等学校☆ 5もコミュニティを重視したユニー

クな取り組みである．オンラインで質問・挙手がで

きる双方向性の高い授業を提供しており，受講生同

士でその情報は即座に共有される上に，学生同士で

も効率的にコミュニケーションがとれる．本校で

は，学校教育法に定められた高等学校としての教育

プログラムを提供しているが，それ以外にも多様な

トピックを扱う「課外授業」に特徴がある．これは，

個人が主体的に自分の学びたいトピックを定め，そ

のトピックについて深掘りしていくというもので，

☆ 5 運営 : 学校法人角川ドワンゴ学園， https://nnn.ed.jp

大学受験のための講座やメディア制作に関する講座

などがあるほか，プログラミング教育にも力を入れ

ている．また，機械学習などのAI関連の授業もあ

るが，内容についていけない場合は，そこから逆引

きして必要となる数学の授業を取ることなども可能

となっている．これは，従来のボトムアップの積み

上げ式の教育方法とはやや異なり，受講者の目的に

応じて，必要な知識を必要になったタイミングで学

習する目的指向の学習方法だと捉えることもできる．

受講者としても目標と学ぶこととのパスが明確にな

る効果があると考えられる．

コミュニティ型の AI 人材育成

　上記のように世界的に激しい，競争が繰り広げら

れている技術分野であるが，社会からの AI人材育

成に関するニーズは待ったなしの状況であり，日本

がAI分野における国際的な競争力を高めていくた

めには，従来型の教育の方法論にとらわれず，大胆

に拡張して実施する必要がある．

　ここでは，従来型の一方的な講義だけでなく，イ

ンタラクティブな演習・競技形式の宿題・プロジェ

クト・相互補習など，コミュニティ全体としての学

習方法を積極的に取り入れるべきであろう．我々は

このような新たな教育プログラムを「コミュニティ

型のAI人材育成」と定義し，筆者が中心となり東

京大学において AI人材育成活動として取り組んで

きた．以降，この活動を例に，「コミュニティ型の

AI人材育成」の要点をまとめる．

演習中心の講義
　前述のとおり，コンピュータ・サイエンス領域に

おいては，内容を深く理解するためにはプログラミ

ングを中心とした演習や，学んだ知識（インプット）

を実践（アウトプット）することが重要である．特

に，まだ体系化されていない先端的なAI 技術を習

得するためには，実習は必要不可欠であると言える．
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　しかし，これを実践するには労力とコストの面で大

きなチャレンジがあった．たとえば，Deep Learning

基礎講座を開始した 2015年には，参考にできる資料

やコードの例がオンライン上にほとんど存在せず，また，

高位のライブラリもほとんど存在していなかったため，

演習コンテンツの制作には多くの労力を要した．幸い

にも優秀なスタッフが中心となってコンテンツ作成のた

めのチームを構築することができ，本活動を支えてくれ

たおかげで運営してこれたが，それでも密に連携しな

がら一コースにつき数カ月単位で地道にコンテンツの作

成を進め，ようやくリリースにたどり着くという状況だ．

表 -1にDeep Learning基礎講座のカリキュラムを示

す．多くの授業で，表に示すとおり，毎週対面で講義

と演習を行い，その後に宿題として良い精度のモデル

を訓練することを目指す，というスタイルを採用している．

　次に，ディープラーニングなどの機械学習モデル

の仕組みや動作を理解するためには，実際にデータ

を利用したモデルの学習の流れを体験しながら学ぶ

ことが重要であるが，そのためには GPU を利用し

た計算機環境が障害となった．商用クラウドサービ

スを利用して 1人 1台の GPUサーバを割り当てる

方法で見積もりをしたところ，1つの授業を運営す

るのに数千万円以上の経費が必要であるとの試算

が出た．これは現実的に困難であろうということ

で，筆者らの場合は，科学計算用の仮想化システ

ム「iLect」☆ 6を開発し，この問題の解決にあたった．

☆ 6 https://ilect.net

本システムは，利用する時間だけ仮想化されたサー

バ資源を確保し，利用しおわったら資源を解放する

という設計になっており，大幅にコストを抑えた形

で授業運営をすることが可能になった．

競技形式の宿題
　筆者らの開催する授業の特徴の 1つに，競技（コ

ンペティション）形式の宿題がある．これは，機械

学習のモデルを学習させ，より良い精度のモデルを

提出することで，受講者同士が競い合いながら学習

する仕組みである．毎週のコンペの結果はリーダー

ボード（図 -1）という形で受講者だけに公開される．
　コンペティションを実施することで，受講者の

演習環境の平均利用時間が大幅に伸びることが分

■表 -1　Deep Learning 基礎講座─目次

■図 -1　競技形
式の宿題とリー
ダーボード



649解説　コミュニティ型の AI 人材育成─東京大学における AI 講座運営からの学び─　情報処理 Vol.60 No.7 July 2019

かっている．具体的には，コンペ開始前と比較し， 

2倍～ 2.5倍ほどに増加することを確認している．

また，授業で取り扱っていないテクニックなどを自

分たちで調べて精度を上げる努力をしてくる学生も

現れるなど，自発的な学習を促す効果があること

が分かっている．Papastergiou の研究 4）によると，

CS関係の知識は，単に知識として覚えるだけでな

く，ゲーム形式で学ぶほうが顕著に効果的であると

いう報告がある．受講者からすると，いろいろな訓

練テクニックを利用して順位が上がることや試行錯

誤の結果が分かりやすい形でフィードバックされる

ことも，能動的な学習を促進する要因になっている

のではないかと分析している．さらに，過去には高

い精度を出した受講者からそのテクニックを他の受

講生に解説するといった事例もあった．このように

コンペティションもコミュニティを形成する一構成

要素として重要な役割を果たしている．

ディスカッションボード
　前述のとおり，筆者の運営する授業では，最新動

向を積極的に取り入れたプログラミング主体の授業

に重きを置いているが，そのために運営には大きな

労力を要する．それでも多くの研究者・エンジニア

に教育プログラムを届けるためには，運営側のリソー

スの限界を解決しなければならないという葛藤があ

る．そこで，筆者の運営する授業では，ディスカッショ

ンボードを用意し，細かな問題や質問などは受講者

同士で議論して解決してもらうアプローチをとって

いる．また，運営側からのアナウンスなどにも利用

しており，コミュニティ形成の一助となっている．

プロジェクトベース学習
　コミュニティ型のAI人材育成法を支えるもう 

1つの重要な要素が，プロジェクトベース学習である．

従来より，プロジェクトベース学習の有効性につい

ては数々の報告がなされており，特に問題解決能力

や，実問題への適用能力について顕著な向上が見ら

れる 5）．国内で本格的に導入している事例としては，

前述の公立はこだて未来大学の事例が有名だろう．

　筆者らが運営してきた Deep Learning講座でも

プロジェクトベース学習を取り入れており，授業の

最後には特別イベントを開催し，デモやポスター形

式，プレゼンテーションの形式で発表する（図 -2）．
我々の講座でもプロジェクトベース学習を取り入れ

ることで，高い学習効果が発揮されたほか，プロ

ジェクトにチームで取り組むことで相互に技術が補

完されるという効果が確認された．また，すべての

講義日程が終了した後に，チームメンバ共同でベン

チャー企業を立ち上げた事例が出るなど，良い意味

で予期していなかった事象が確認された．

無料≠ 高離脱率
　Coursera や edX，Udacity と い っ た MOOCs

（Massive Open Online Courses）は広く普及し，社

会に幅広くAI/CS教育のコンテンツを届け，技術

的な底上げに貢献してきた．しかし，広く知られて

いるMOOCsの大きな問題点の 1つとして，高い

離脱率が挙げられる．一般的に，MOOCsにおける

1つのコースの修了率がおおむね 5から 10%程度

と言われており 6），修了率の低さの原因については

さまざまな研究や報告で議論されている．多くの議

論において，修了率の低さはいくつかの複合的な原

■図 -2　プロジェクトの最終発表・デモセッション



650 情報処理 Vol.60 No.7 July 2019　解説　コミュニティ型の AI 人材育成─東京大学における AI 講座運営からの学び─

解説
Article

因から引き起こされるとされているが，その問題の

中でも特に多く指摘されているのが，「無料」であ

ることが問題であるという点である．

　しかし，筆者は無料であることは，離脱率とは本

質的には関係ない問題だと考えている．筆者らが

開催してきた東京大学での Deep Learning 講座や

データサイエンス講座はすべて無料で提供している

が，高い定着率（対面授業だと 70%以上 , オンラ

インでも 50%以上）を維持している．しかも，多

くのコースは大学の正規の授業ではなく，単位の出

ない「公開講座」として運営している．コースによっ

ては，内容がかなりハードであるにもかかわらず

80%程度の定着率を維持している場合もある．こ

れらのことは，授業への定着率は，無料か有料であ

るか，という点以外の要因が強く作用する可能性を

示唆している．

ターゲットの受講者を絞る
　筆者らが大学で運営しているコースの多くは，無

料ではあるが，受講生のスキルは事前にチェックし，

受講生としてのターゲットを絞るようにしている．

具体的には，Numpy Test System (NTS) （図 -3）
というシステムを開発・導入しており，データサイ

エンス・Deep Learning 技術を修める上で必須とな

る Python / Numpyのコーディング能力がどれほ

どあるかを確認し，受講案内を出すかどうかの判断

としている．

　これは，以下の点で重要な施策だと考えている．

• テストの結果如何にかかわらず，受講生が受講に

必要なスキルレベルをあらかじめ把握できる．

• 受講生のターゲットが絞られると，フォーラムで

の議論の内容もフォーカスされる．たとえば，全

員にとって簡単すぎる質問などがフォーラムでや

りとりされることがなくなる．

• プロジェクトに取り組む際に，チーム内でのスキ

ルの差が少なくなり，円滑にプロジェクトを進め

ることができる上に，チーム間での差も少なくなる．

　前述の 42やホルバートンスクールも，無料の教

■図 -3　Numpy Test System （NTS）
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育機関だが，厳しい入学審査で有名だ．これらの教

育機関では，厳しい入学審査で質の高い強いコミュ

ニティを維持し，卒業生が有名 IT 企業への就職や

起業し，それを見てさらに受講希望者が来る，とい

う好循環が作り出されている．

今後の展望

　本稿では，AI人材育成を取り巻く状況と困難を

俯瞰した後に，筆者が取り組んできたAI 人材育成

活動について，「コミュニティ型AI 人材育成」と

してまとめて報告した．1）プログラミング中心， 

2）コンペティション，3）ディスカッションボード，

4）プロジェクトベース学習などを取り入れ，講師

からの一方的な授業だけでなく，コミュニティ全体

として最新のAI 技術を学習していく形を実践して

きた．

　今後，このような活動をより広げ，持続可能な形

で進められていくためには，いくつかの乗り越えな

ければならない課題がある．まず，若手教員に講義

を担当してもらうための工夫が必要だろう．講義を

担当する代わりに研究面でより多くの自由度を与え

るなどの工夫が必要かもしれない．

　さらに，授業運営にも柔軟性が必要だと考えられ

る．たとえば海外の大学では博士学生が中心となっ

て授業を運営することは珍しくなく，特にAI 分野

のような若手が主役の分野においては，積極的に博

士学生を重用できる仕組み作りが必要になるのでは

ないかと考えている．

　また，本稿では教師のいない学校として，42や

ホルバートンスクールを紹介したが，完全なコミュ

ニティ型の教育には限界もある．たとえば先端的な

研究の知見を取り入れて，新しいアルゴリズムを開

発するためには高い専門性と数学的な知識を必要と

するため，体系立てて学習することが重要となるが，

これはプロジェクト学習やメンタリングで身につけ

るには限界がある．そのため，これらの方法をうま

く組み合わせ，全体としてのカリキュラムを構成す

ることが大事ではないかと思われる．

　また，筆者らの講義の修了生にアンケートを取る

と，ほとんどの受講生が学んだ知識をさらに活かす

場を求めていることが分かった．海外の人材育成の

事例を見ても，IT/AI 分野においては特に産業界

へのコネクションが強く，産学のエコシステム構

築が急務となっている．今後は，たとえばアラン・

チューリング研究所などのように，教育から研究，

そして社会実装までをつなげる仕組みが日本におい

ても社会全体として必要とされてくるだろう．
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